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別表

補助対象者 補助対象経費 補助基準額 補助率

農 １ 次に掲げる条件を満たす法人であること 左欄の事業所における次に掲 次に掲げる区分 2 / 3 以 内
福 (1) 府内に主たる事業所があること げる経費 に応じ、それぞれ （ 1 , 0 0 0
共 (2) 原則10年以上の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支 １ ハード整備 に定める金額を補 円未満の
生 援するための法律(平成17年法律第123号。以下「障害者総合支 (1) 農福連携事業のために行 助基準額とし、補 端数が生
地 援法」という。)第5条第1項に規定する障害福祉サービス事業 う施設の整備に要する経費 助基準額と補助対 じたとき
域 を運営している実績を有していること (2) 地域連携事業を行うため 象経費の実支出額 は、これ
拠 (4) 農 業 協 同 組 合 に 加 入 す る な ど 、 農 業 と の ネ ッ ト ワ に必要な施設の整備に要す とを比較していず を切り捨
点 ー ク 化 を 図 っ て い る と 知 事 が 認 め る も の で あ る こ と る経費 れか少ない方の額 てるもの
事 ２ 次に掲げる事項を全て満たす事業所を府内に有していること ２ ソフト事業 を補助選定額とす とする。）
業 (1) 障害者総合支援法第5条第7項に規定する生活介護、同条第13 (1) 農福連携事業の運営に要 る。

項に規定する就労移行支援又は同条第14項に規定する就労継続 する経費 １ ハード整備
支援（以下「指定サービス」という。）において農福連携事業 (2) 地域の連携に要する経費 20,000 千円
に5年以上継続して取組んでいること (3) 他の事業所への助言、情 ２ ソフト事業
(2) 農福連携事業において地域と連携する事業（以下「地域連携 報発信又は連携に要する経 3,000 千円
事業」という。）に現に取組んでいること知事が認めるもので 費
あること
(3) 府内の圏域における農福連携事業を行う法人及び事業所へ
の助言、情報発信又は連携を行う中核的な機能を担う能力があ
ると知事が認めるものであること
(4 ) 3 , 0 0 0㎡ 以 上 の 農 地 で 生 産 又 は 30 0㎡ 以 上 の 規 模 の
施 設 で 加 工 を 行 っ て お り 、 農 業 に 係 る 生 産 、 加 工 及 び
販 売 の 一 連 の 工 程 を 事 業 と し て 実 施 し て い る こ と
( 5) 事業効果に継続性があると認められること

農 １ 次に掲げる条件を満たす法人であること 左欄の事業所における次に掲 次の金額を補助 2 / 3 以 内
福 (1) 府内に主たる事業所があること げる経費 基準額とし、補助 （ 1 , 0 0 0
共 (2) 原則2年以上の障害者総合支援法第5条第1項に規定する障害 １ ハード整備 基準額と補助対象 円未満の
生 福祉サービス並びに児童福祉法（昭和22年法律第164号）第6条 (1) 農福連携事業のために行 経費の実支出額と 端数が生
事 の2の2第1項に規定する障害児通所支援及び同法第7条第2項に う施設の整備に要する経費 を比較していずれ じたとき
業 規定する障害児入所支援事業所を運営している実績を有してい (2) 地域連携事業を行うため か少ない方の額を は、これ

ること に必要な施設の整備に要す 補助選定額とする。 を切り捨
２ 次に掲げる事項を全て満たす事業所を府内に有していること る経費 5,000 千円 てるもの
(1) 指定サービスにおいて農福連携事業に取組むこと 2 ハード整備に 係 る 借 入 金 とする。）
(2) 地域連携事業に取組むこと 上記ハード整備に係る補助
(3) 事業効果に継続性があると認められること 対象経費のうち、補助選定

額から補助額を差し引いた額
を知事の指定する融資機関か
ら借入れた経費

農 １ 次に掲げる条件を満たす法人であること 左欄の事業所における農福連 次の金額を補助 2/3以内
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福 (1) 府内に主たる事業所があること 携事業の実施に必要な経費。た 基準額とし、補助 （ 1 , 0 0 0
連 (2) 原則１年以上の障害者総合支援法第5条第1項に規定する障害 だし、過去に京都式農福連携補 基準額と補助対象 円未満の
携 福祉サービス並びに児童福祉法（昭和22年法律第164号）第6条の2 助金の交付を受けたことがある 経費の実支出額と 端数が生
ス の2第1項に規定する障害児通所支援及び同法第7条第2項に規定す 事業所に係る経費は対象外。 を比較していずれ じたとき
タ る障害児入所支援事業所を運営している実績を有していること か少ない方の額を は、これ－

２ 次に掲げる事項を全て満たす事業所を府内に有していること 補助選定額とする。 を切り捨
ト (1) 指定サービスにおいて農福連携事業に取組むこと 5,000 千円 てるもの
ア (2) 地域連携事業に取組むこと とする。）
ッ (3) 事業効果に継続性があると認められること
プ
事
業

地 １ 次に掲げる条件を満たす法人であること 左欄の事業所における次に掲 次に掲げる区分 2/3以内
域 (1) 府内に主たる事業所があること げる経費 に応じ、それぞれ （ 1 , 0 0 0
共 (2) 原則2年以上の障害者総合支援法第5条第1項に規定する障害 １ 地域共生社会推進 に定める金額を補 円未満の
生 福祉サービス並びに児童福祉法（昭和22年法律第164号）第6条 農福連携事業のうち障害者 助基準額とし、補 端数が生
社 の2の2第1項に規定する障害児通所支援及び同法第7条第2項に が直接関わる事業で、社会参 助基準額と補助対 じたとき
会 規定する障害児入所支援事業所を運営している実績を有してい 加の促進や普及啓発に要する 象経費の実支出額 は、これ
推 ること 経費 とを比較していず を切り捨
進 ２ 次に掲げる事項を全て満たす事業所を府内に有していること ２ 地域課題対策 れか少ない方の額 てるもの
事 (1) 指定サービスにおいて農福連携事業に取組むこと 農福連携事業を通じて地域 を補助選定額とす とする。）
業 (2) 地域連携事業に取組むこと 課題の解決に資する事業に る。

(3) 事業効果に継続性があると認められること 要する経費 1 地域共生社会推
進
3,000千円

2 地域課題対策
1,000 千円

ただし、1及び2の
両方を申請する 場
合は、合計3,000千
円とする。

６ １ 次に掲げる条件を満たす法人であること 左欄の事業所における農福連 次の金額を補助基 2/3以内
次 (1) 府内に主たる事業所があること 携事業のうち、工賃向上を目的 準額とし、補助基 （ 1 , 0 0 0
産 (2) 原則2年以上の障害者総合支援法第5条第1項に規定する障害 に６次産業化の取り組みに要す 準額と補助対象経 円未満の
業 福祉サービス並びに児童福祉法（昭和22年法律第164号）第6条 る経費 費の実支出額とを 端数が生
化 の2の2第1項に規定する障害児通所支援及び同法第7条第2項に 比較していずれか じたとき
促 規定する障害児入所支援事業所を運営している実績を有してい 少ない方の額を補 は、これ
進 ること 助選定額とする。 を切り捨
事 ２ 次に掲げる事項を全て満たす事業所を府内に有していること 5,000 千円 てるもの
業 (1) 指定サービスにおいて農福連携事業に取組むこと とする。）

(2) 地域連携事業に取組むこと
(3) 事業効果に継続性があると認められること



- 3 -

農 福 共 生 事 業 におけるハード整備は令和2年3月31日、ハード整備に係る借入金は令和3年3月31日までとする。


